
 
 
 
 
 
 
はじめに 

 
はじめに 
ナトリウム火災事故を起こして14年5ヶ月運転

停止していた高速増殖炉「もんじゅ」が運転を再

開しました。これほど長期間の停止後に運転を再

開した例は、普通の原発（軽水炉）でも例がなく、

点検しきれない劣化による事故が心配されます。

実際、運転再開前後だけでも警報が多発し、地元

自治体への通報が遅れるなど問題だらけです。模

擬運転装置で訓練を積んでいたはずの運転員が

制御棒のボタンの押し方を知らなかったなどと

いう信じられない事態も生じています。 
 あまりに理不尽な原子力の問題を、環境面への

影響を中心に考えてみたいと思います。 
  
１．温暖化対策に原発は有効か？ 
電中研論文引用の問題点 

 もんじゅの運転再開など「原子力ルネッサン

ス」と呼ばれる原子力の復権には、地球温暖化対

策が口実に使われています。例えば関西電力の

「低炭素社会を担う原子力」と題されたホームペ

ージでは各種電源別の CO2 排出量というグラフ

が示され、１kWhあたりのCO2排出量（以下「CO2

原単位」という）は石炭火力 975ｇ、石油火力 742g、
太陽光 53g、風力 29g、原発 22gなどとされ、太 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
陽光や風力よりも CO2 排出量が少ないとアピー

ルするものになっています。 
 筆者は、昨年、台湾台北県で開かれた低炭素博

覧会を視察する機会を得ましたが、台湾電力のパ

ネルでも同じ数字で原子力が温暖化対策に貢献

すると宣伝されていて驚きました。 
 もとになっている電力中央研究所の論文注１は 

ホームページ上でも公開されています。その論文

を読んでみると、原子力の値は加圧水型、沸騰水

型それぞれに現状と将来の値が示されており、関

電が使用している 22gは沸騰水型（リサイクル）
の値であることが分かりました。関電の原発は加

圧水型なので説明もなく沸騰水型の値を使うのは 
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おかしいではないかと市民グループが追及した

ところ、ホームページは原発 25gに変更されまし
た。 
 この 25g は加圧水型（リサイクル）の値です。
リサイクルとは、使用済み燃料を国内再処理し、

取り出したプルトニウムでプルトニウム混合燃

料（MOX燃料）を製造して 1回使用するという、
実現していないケースを想定した計算であるこ

とを示しています。 
一方、関電が比較に用いていた太陽光や風力の

値は 1996 年時点の平均的な発電技術を用いて算
出したとされ「太陽光と風力は、今後、技術改善

および普及に伴う生産拡大により」「現状に比べ

て、太陽光は約半分、風力は 7割程度となる可能
性がある」と書かれています。かたや実現してい

ない将来の値を用い、かたや 10 年以上前の値を
使う。これを平気で比較できるところがすご

い！？ 日本広告審査機構（JARO）は、「安全性
について十分な説明なしに、発電時に二酸化炭素

（CO2）を出さないことだけをとらえて『クリー

ン』と表現すべきではない」と 2008 年に電気事
業連合会の広告に裁定を出しています。 
電中研論文には、さらに深刻な問題があります。

原子力の計算は、ウランの採掘・精錬、転換、濃

縮、再転換、成形加工、再処理等々の各工程で一

切のロスが出ない前提で行われているのです。例

えば再処理工場が 100％フル稼働し、ロスなくプ
ルトニウムを取り出せるなどという前提は、机上

の空論そのものです。高レベル廃棄物の処分は計

算に入れているとのことですが、処分場閉鎖後の

エネルギー消費はないことになっています。アメ

リカ環境保護庁ですら100万年間の放射能規制が
必要としている高レベル廃棄物で、処分場の閉鎖

後にモニタリングすらせず、CO2排出ゼロなんて

ありえません。また、処分場がどこになるか決ま

っていないので、中間貯蔵地から最終処分場まで

の輸送も計算に含まれていません。論文自体に 

「前提条件如何で評価が大きく変化するので、前提    

条件の変化が結果に与える影響を十分に把握した     

上で結果を解釈すること」と書かれているのです。 
 
世界の研究結果では 
地球温暖化に警鐘を鳴らした IPCC（気候変動
に関する政府間パネル）第４次評価報告書のうち

気候変動の緩和策が取りまとめられた第３作業

部会報告書では、WEC, 2004a; Vattenfall, 2005
などの研究をもとに原発の CO2原単位を 40g 以
下として、「温暖化対策に有効」としています。 
電中研論文や IPCCに反論できるデータはない
のかと探していたところ、立命館大学の大島堅一

教授が研究例の紹介を 3 月に出版された著書注 2

で行っています。大島教授の報告によれば、

Sovacool 注 3が英語で出版された原発からの温室

効果ガス排出量を推計した103の研究をレビュー
し、10年を経過した研究や公開されていないデー
タに基づく研究などを排除した結果、同じ基準を

満たすとして扱えるのは 19 の研究になるとのこ
と。この 19研究に示された原発の CO2原単位は、

最小 1.36ｇ、最大 288.25ｇ、平均で 66ｇになる
とのことです。核燃料サイクルのどの範囲まで計

算するか、エネルギー使用量の大きいウラン濃縮

の方法や原子炉の炉型などにより大きな差が生

じると指摘されています。また、IPCC 報告書が
依拠した研究は、データの公表などの問題で排除

されるものが多いとのことです。 
さらに、大島教授は Jacobson 注 4の研究結果を

表１のとおり紹介してくれています。結局、原発

の CO2原単位は、火力発電を上回ることはないも

のの、太陽光や風力よりも劣るというのが実態と

考えられます。 

 



日本での排出実態は？ 
 炉型などの条件により大きく数字が異なるの

であれば、日本の原発の実態はどうなのか。信頼

出来る数字があれば、より強力な主張ができるは

ずです。実は Sovacoolが検討対象とした 19の研
究の中に日本の研究も２つ含まれます。CO2原単

位を 24.2g とした Hondo(2005)注 5と 10～200ｇ
とした Tokimatsu et al.(2006)注６です。筆者は両
論文とも読んでいませんが、残念ながら 2つとも
日本の現状を解析しているとは言えないと考え

ます。まず、本藤祐樹氏は電中研から横浜国大に

転じた人で、関電などが引用している電中研論文

の筆者です。微妙に結論の数字が違いますが、基

本的に電中研論文を時点修正して英語で発表し

たものと思われます。Tokimatsuらの研究はタイ
トルに「60年寿命」としている点で参考にできな
いと考えられます。結局、日本の電力会社が積極

的にデータ開示しない限り、真相はつかめないと

いえそうです。 
 なお、経済産業省と環境省の「温室効果ガス排出

量算定・報告・公表制度」によれば、2007年度に志
賀原発から約 10万 9千トンの CO2排出があったこ

とが分かっており、データのない北海道電力、関西

電力の各原発と東京電力福島第 2原発を除いた国内
原発の合計排出量は約 28万トンになります。また、
六ヶ所村の日本原燃が約 22万トン、もんじゅが約 4
万トン排出しています。2008年度データも近く開示
されるでしょうから、注目していきたいと思います。 
 
再生可能エネルギー開発を阻害する原子力 
原発は大規模集約型のエネルギーであり、事故

や不祥事による一斉停止のリスクが大きいため、

バックアップも兼ねて、原発が増えれば火力発電

も増えるという経過をたどってきました。CO2排

出量の多い石炭火力の運転を停止して原発に置

き換わるのではなく、この間、原発も石炭火力も

増えてきたのです。これでは、CO2原単位が火力

より低くても国全体の排出量の増加を招き、結局、

従来のエネルギー浪費構造を拡大しているだけ

と言えます。 
日本のエネルギー政策は原子力に偏重してい

るため、エネルギー開発予算も約 6割が原子力に
振り向けられ、再生可能エネルギーの開発や普及

を阻害しています。その際たるものが運転再開し

た高速増殖炉もんじゅです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．もんじゅの問題点 
 高速増殖炉では、核分裂しないウラン 238に中
性子を当て、核分裂するプルトニウム 239を生み
出します。核分裂に使った燃料のプルトニウムよ

りも生成するプルトニウムが多ければ増殖炉で

す。ちなみに高速に増殖するのではなく、核分裂

に使う中性子が高速なだけで、名前からしてイン

チキです。 
 アメリカ、イギリス、ドイツは1983年から1991
年にかけて開発を断念し、最先端を行っていたフ

ランスも 1998 年に実証炉スーパーフェニックス
を、2008年に原型炉フェニックスを廃止しました。 
日本のもんじゅは原型炉にあたり、実用炉のめ

どはまったくたっていません。昨年行われた事業

仕分けで財務省が「今後とも莫大な経費を投入す

べきか否か、必要性を検証する必要があるのでは

ないか」と論点提示をするほど、運転再開の意義

は喪失しています。(表２、３) 
燃料に用いられるプルトニウムは長崎原爆の

材料で 4kgあれば原爆製造が可能です。放射能の
毒性が極めて強く、100万分の１グラムでも吸い
込めば肺がんになるとされています。もんじゅは

原型炉のため一般的な原発の 1/4 の規模（電気出力    
28 万 kW）ですが、炉心に 1.4 トンものプルトニウ    
ムを抱えています。1995 年 12 月に冷却材に用いる   
ナトリウムが漏洩し、火災事故を起こして長期停

止に陥りました。ナトリウムは水と爆発的に反応

するため、蒸気発生器細管のわずかなピンホール

でも大事故につながります。また、ナトリウムの



性質に対応して配管を分厚くすることができない     

ため、地震に弱い構造となっています。ところが、     

もんじゅの直下約 1km には白木丹生断層が、直下     

約 6km には C 断層が走っており、設計時に想定し     
た基準地震動 466 ガルを、バックチェックで 760 ガ    
ルに引き上げざるを得なくなりました。これに伴     

い排気塔の補強工事が行われましたが、配管類が     

耐えられるとは思えません。さらに、もんじゅは      

チェルノブイリのような核暴走しやすいという普     

通の原発（軽水炉）にない特性を有しているため、     

地球規模の汚染事故につながる可能性も心配です。 
 
３．一度決めたら変えられない？原子力政策 
 プルトニウム利用の本命であった高速増殖炉

開発がうまくいかないため、日本は過剰なプルト

ニウム在庫（約 47 トン）を抱えています。この
ため、ウラン用に開発された原発にMOX燃料を
入れて燃やそうという危険なプルサーマル計画

が動き出しました。石油ストーブにガソリンを入

れたら火事になるように、設計と違うことをする

ので安全余裕は確実に低下します。 
 高速増殖炉やプルサーマルなどがここに来て

ごり押しされる理由は、建設を進めてきた六ヶ所

再処理工場の完工が近づき、プルトニウム利用の

形を作る必要に迫られたからです。プルトニウム

の使い道がなく、再処理の運転開始に青森県知事

が合意しなければ、使用済み燃料を原発から搬出

できず使用済み燃料プールが満杯になって運転

停止に追い込まれるかもしれない。それを避ける

ためには、プルトニウム利用政策の転換などとん

でもないというのが、本音でしょう。 
 六ヶ所再処理工場は、2006 年 3 月からアクテ
ィブ試験と呼ばれる試運転に入りましたが、2 年
前から止まっています。再処理で生じた高レベル

放射性廃液をガラスと混ぜて固める溶融炉の底

部に白金族の付着物が堆積してガラスが流れ落

ちない事故が発生。取られた対策がなんと棒を入

れてかき混ぜるという信じがたいものでしたが、

その棒が90度ひん曲がって抜けなくなる事態に。
さらに棒やカメラを入れるために外した配管か

ら高レベル廃液が 150Lも漏れたり、耐火レンガ
が炉内で脱落したりと、とんでもないことになっ

ています。放射能がきつく人が入れないところで、

UFO キャッチャーのように炉内底部に落ちたレ
ンガを回収しようとしていますが失敗続きです。

アクティブ試験の終了予定は過去17回延期され、

現在は今年 10 月とされていますが、延期は必至
で、幸いにも稼動の見込みは立っていません。  
 
４．再処理に伴う深刻な放射能汚染 
 再処理では燃料棒をせん断し、硝酸で溶かして

ウランやプルトニウムを抽出するため、燃料棒に

封じ込められていた放射能の放出が避けられま

せん。原発 1年分の放射能を 1日で放出すると言
われています。実際、管理目標値を比較すると、

排気塔からのクリプトン 85 の場合、大飯原発が
925 兆 Bq/年であるのに対し、六ヶ所再処理工場
は 330,000兆 Bq/年と桁違いです。 



六ヶ所村のモニタリングステーションでは、今

までの自然界の変動幅を大きく上回る濃度が観

察されており、ガス性放射能の影響が確認されて

います。排気塔から 360m離れた返還高レベル廃
棄物一時貯蔵施設では外気を取り入れて空冷に

より廃棄物を冷却していますが、排気塔からの放

射能ガスを取り込んだために警報がなるという

事態も生じています。 
廃液中の放射能の主たるものはトリチウムで、

原発排水には濃度基準（60Bq/cm3 以下）があり
ますが、再処理工場には濃度基準がなく、全量未

処理で放出されます。 
 放出される放射能で影響が最も懸念されるの

がヨウ素 129 です。ヨウ素は貴重な栄養なので、
放射性であろうがなかろうが生物がせっせと集

め、濃縮します。人間が放射性ヨウ素を取り込む

と、甲状腺にたまって成長を阻害したり、ガンを

作ったりします。アクティブ試験の開始後 3年間
に放出されたヨウ素 129 は、大気へ 7 億 4 千万
Bq、海へ 5億 5千万 Bq。ヨウ素 129の半減期は
1570 万年と長寿命のため、永遠に海や土地を汚
染します。アクティブ試験開始前とその後３年間

に再処理工場の東に位置する尾駮（おぶち）沼で

測定されたヨウ素 129の濃度を比較すると、プラ
ンクトンで約 83倍、ワカサギでは 20倍、ハゼで
は 41.3倍などと跳ね上がっています。注 7 
 尾駮沼は汽水沼で、海とつながっている地点の

沖合い約 3ｋｍ、水深約 44mに再処理工場からの
排水口があります。尾駮沼では青森県の測定でも、

2007 年４月にトリチウムが検出されており、青
森県は汚染された海水が沼に流れ込むことを認

めています。 
海中に放出された放射能の大部分は海流に乗

って三陸沖方面へ流れて行きます。文部科学省の

海洋環境放射能評価事業では、排水口からずいぶ

んと南下した八戸市沖で1.3Bq/Lのトリチウムが
検出された例もあります。 
このような環境汚染は既に食卓にも影響を及

ぼしています。六ヶ所村の住民を「青森市勤労」

「六ヶ所村勤労」「六ヶ所村漁業」「六ヶ所村農業」

の四つの「世帯」グループに分け、一つのグルー

プで 5人づつから実際に食べた食事と同じものを
分析する陰膳法でヨウ素 129 を測ったところ、
2008年 1月に「六ヶ所村漁業」グループで 28μ 
Bq／日・人、同年 8月に「六ヶ所村農業」グルー
プから 115μBq／日・人というそれまでの値の 

 
7.6～30倍の値が検出されています。注 8 
もし仮に六ヶ所再処理工場が稼動すれば年間

のヨウ素 129予定排出量は大気へ 110億 Bq、海
へ 430 億 Bq。桁違いの環境汚染が生じることが
予想されます。   
 一刻も早く再処理やもんじゅを断念し、脱原発

へエネルギー政策を転換することが求められて

います。 
 

 


